
答 申 第 ３ ４ ８ 号  
                                                平成２３年８月１８日  

 
千葉県知事 鈴木 栄治  様 

 
                                          千葉県情報公開審査会 
                                             委員長 大田 洋介 
 
 

異議申立てに対する決定について（答申） 

 

 平成２２年９月１０日付け漁港第３０８号による下記の諮問について、別紙のとお

り答申します。 
記 

諮問第４３９号 
平成２２年８月２７日付けで異議申立人から提起された、平成２２年８月 

２６日付け漁港第２８７号で行った行政文書不開示決定に係る異議申立てに対する決

定について 
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諮問第４３９号 

 

答   申 

 

第１  審査会の結論 

     千葉県知事（以下「実施機関」という。）の決定は妥当である。 

 

第２  異議申立人の主張要旨 

 １ 異議申立ての趣旨 

異議申立ての趣旨は、実施機関が、平成２２年８月２６日付け漁港第２８７号

で行った行政文書不開示決定（以下「本件決定」という。）の取消しを求めると

いうものである。 
  ２ 異議申立ての理由 

異議申立人が主張する異議申立ての理由は、おおむね次のとおりである。 
(1) 千葉県情報公開条例（平成１２年千葉県条例第６５号。以下「条例」という。）

第８条は、開示しなければならないことを大前提とし、第２号を適用するため

には、「特定の個人を識別する情報」を含むことだけでなく、「なお個人の権

利利益を害するおそれがある」という二つの条件を同時に満たさなければ例外

は認められない。 
(2)  本件の場合は「特定の個人」は被告発人であり、同時に開示請求人本人であ

る。本件告発は新聞でも報道され、すでに公の事実である。また、第三者に開

示するのではなく本人に開示するのだから、その本人の権利利益を害するおそ

れがあるとするのは矛盾しており不当である。反対に開示しないことが、告発

されたことによって既に剥奪された権利利益を害する結果をさらに悪化してい

る。 

 (3) 条例第８条の例外である第２号にはさらに例外があり、本開示請求はロの

「人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要である

と認められる情報」であると思料される。 
開示請求人は、告発の結果、特定の警察署により出頭命令を受けており、出

頭しないと逮捕すると威嚇されている。これは開示請求人の生活と財産を脅か

しており、開示請求人の生活と財産を保護するため裁判所に撤回を求める訴訟

を提起するために開示を請求する情報は必要不可欠な情報である。 

 (4) 「千葉県情報公開条例第１１条に該当するため」は不開示の条件に関する条

項であり、それ自身不開示の根拠とならない。従い第８条のただし書き（第２

号）に該当しないことが認められれば（又は第２号「ロ」に該当することが認

められれば）、この根拠事項は自然に消滅するのでこれ以上の反論は不要であ

る。 

 

第３ 実施機関の説明要旨 

     実施機関の説明は、おおむね次のとおりである。 

 １  異議申立てに係る行政文書開示請求及び本件決定について 

(1)  異議申立人は、実施機関に対し、平成２２年８月１１日付けで、異議申立人
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は特定の警察署によって出頭命令を受け、千葉県知事名で刑事告発をされたの

を知ったとして、告発状の写し又は副本及び告発状を発行するに当たり作成さ

れた行政文書（起案書又は伺い書など）のすべての開示を求める旨の行政文書

開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。 
(2)  これに対し実施機関は、本件請求の請求内容のうち、告発状を発行するに当

たり作成された行政文書（起案書又は伺い書など）については、開示請求に係

る行政文書の存否を答えること自体が、条例第８条第２号に規定する不開示情

報を開示することとなると判断し、条例第１１条の規定により、存否応答拒否

による本件決定を行った。 
なお、本件請求の請求内容のうち、告発状の写し又は副本については、条例

第３２条の規定による、条例が適用されない行政文書を求めるものであると判

断し、本件決定と同日付けで開示請求を却下する処分を行った。 

２ 本件決定を行った理由について 

(1)  条例第１１条該当性について 
本件請求は、特定の個人名を挙げて開示を求めるものであり、開示請求に係

る行政文書の存否を答えること自体が、被告発者の特定につながるおそれがあ

る。 
これは条例第１１条の「開示請求に対し、当該開示請求に係る行政文書が存

在しているか否かを答えるだけで、不開示情報を開示することとなるときは、

実施機関は、当該行政文書の存否を明らかにしないで、当該開示請求を拒否す

ることができる。」とする規定に該当するものと認められ、仮に開示請求者自

身が自己の情報を開示請求した場合であっても、条例第８条第２号に規定する

個人情報は、原則不開示となるため、行政文書の存否を明らかにすることはで

きない。 
  (2) 条例第８条第２号本文該当性について 

ア 告発状には、被告発人の氏名等個人を特定する情報が記載されるものであ

り、条例第８条第２号に規定する「個人に関する情報であって、当該情報に

含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することが

できるもの」に該当する。 
イ 同号の運用については、千葉県情報公開条例解釈運用基準の「第２号個人

情報」の「解釈及び運用」中、「４ 運用上の留意点」において、「個人に関

する情報について、本人が自己の情報を開示請求した場合及び本人以外の者

が当該本人の同意を得て開示請求した場合であっても、本号イ、ロ若しくは

ハ又は第１０条（公益上の理由による裁量的開示）の規定に該当しない限り、

不開示となるものである。」と規定しているとおりである。 
３ 異議申立人の主張について 

(1)  条例第８条第２号の規定は、「個人に関する情報であって、当該情報に含ま

れる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができる

もの。」「又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、

なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの。」であるから、これを「Ａか

つＢ」と読む異議申立人の解釈は誤りであるといわざるを得ない。 
(2)  異議申立人は、本件告発は新聞でも報道され、すでに公の事実である旨主張
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しているが、異議申立人が指摘していると思われる新聞報道は、実名報道では

なく、被告発人の氏名が特定されているものではないため、公の事実とはいえ

ない。 

(3)  本件請求は、特定の個人名を挙げて開示を求めるものであり、開示請求に係

る文書の存否を答えること自体が、被告発者の特定につながるおそれがある。 
 これは条例第１１条の規定に該当するものと認められ、開示請求者自身が自

己の情報を開示請求した場合であっても、行政文書の存否を明らかにすること

はできない。 
(4)  本件については、条例第８条第２号ただし書きイ、ロ若しくはハ又は第１０

条に該当しない限り、不開示となるものである。 
 

第４ 審査会の判断 

   当審査会は、異議申立人の主張及び実施機関の説明を基に審査した結果、以下

のように判断する。 

  １ 本件異議申立てについて 

本件請求及び本件決定については、前述の実施機関の説明要旨１のとおりであ

る。 

これに対し異議申立人は、平成２２年８月２７日付けで本件決定の取消しを求

める異議申立てを行ったものである。 
 ２ 本件請求に係る対象文書について 

本件請求に係る対象文書は、本件請求の行政文書開示請求書の記載内容から、

告発状の写し又は副本及び告発状を発行するに当たり作成された行政文書（起案

書又は伺い書など）であると認められる。 
実施機関は、このうち、告発状を発行するに当たり作成された行政文書（起案

書又は伺い書など）については、条例第１１条の規定に基づき、平成２２年８月

２６日付けで存否応答拒否による不開示決定を行い、告発状の写し又は副本につ

いては、条例第３２条の規定に基づき、同日付けで開示請求を却下する処分を行

った。 

 ３ 存否応答拒否について 
 実施機関は、本件決定について、本件請求の行政文書開示請求書の記載内容か

ら、開示請求に係る行政文書の存否を答えること自体が、条例第８条第２号に規

定する不開示情報を開示することとなるため、条例第１１条の規定により、存否

を明らかにすることはできないと主張するので、次のとおり検討する。 
 (1) 条例第８条第２号に規定する不開示情報について 

    条例第８条第２号は、個人の権利利益を厳格に保護するため、個人に関する

情報について、特定の個人を識別することができる情報及び特定の個人は識別

されないが開示することによりなお個人の権利利益を害するおそれのある情

報については、ただし書に定めるものに該当する場合を除き、不開示とするこ

とを定めている。 
(2) 条例第１１条該当性について 

   ア 条例第１１条は、開示請求に係る行政文書が存在しているか否かを答える

だけで、不開示情報を開示することとなるときは、当該行政文書の存否を明



 
 
 

 
4 

らかにしないで、当該開示請求を拒否することができることを定めている。 
   イ 通常、行政文書開示請求があったときは、実施機関は当該開示請求に係る

行政文書の存否を明らかにした上で、行政文書の全部若しくは一部を開示す

る旨の決定又は行政文書を開示しない旨の決定をしなければならないが、例

えば特定の個人の病歴に関する情報など、情報の性質によっては、開示請求

に係る行政文書が存在するか否かを回答しただけで、不開示情報が開示され

るのと同様の結果を生じ、不開示情報として保護すべき利益が害される場合

がある。 
   ウ 条例第１１条は、そのような場合、行政文書の存否を明らかにしないで、

開示請求を拒否することができる旨を定めたものである。ただし、その適用

に当たっては、請求者の権利を不当に侵害することのないように、慎重に判

断しなければならない。 
   エ そこで、本件決定について検討すると、本件請求は、個人を特定した上で

行った開示請求であり、本件請求の行政文書開示請求書の記載内容から、本

件請求に係る行政文書が存在しているか否かを答えることは、特定の個人が

刑事告発をされているかどうかという事実の有無を開示することとなり、当

該事実の有無は、条例第８条第２号本文に該当し、また、同号ただし書に該

当しないことから、同号の不開示情報に該当すると認められる。 
オ したがって、本件請求に係る行政文書の存否を答えるだけで、特定の個人

に関する当該事実の有無という条例第８条第２号に規定する不開示情報を

開示することとなるため、条例第１１条の規定により、本件請求に係る行政

文書の存否を明らかにしないで本件請求を拒否したことは、妥当なものであ

ったと認められる。 
４ その他 

異議申立人は、第三者に開示するのではなく本人に開示するのだから、その

本人の権利利益を害するおそれがあるとするのは矛盾しており不当である旨

主張しているが、条例に定める開示請求権制度は、開示請求者のいかんを問わ

ず、開示・不開示の判断を行うものであり、開示請求者の個別的事情によって

行政文書の開示決定等の結論に影響が及ぶものではない。 
５ 異議申立人のその余の主張について 

その他、異議申立人は種々主張しているが、当審査会の判断に影響を及ぼすも

のではない。 

６  結論 

以上のとおり、条例第１１条の規定により開示請求を拒否した実施機関の決定

は妥当である。 
 

第５  審査会の処理経過 

     当審査会の処理経過は、別紙のとおりである。 
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別 紙 
審査会の処理経過 

 

年 月 日 処 理 内 容 

２２． ９．１０  諮問書の受理 

２２．１０．２６  実施機関の理由説明書の受理 

２３． ４．２２ 
 審議 

実施機関から不開示理由の聴取 

２３． ５．２７  審議 

２３． ６．２４  審議 

 
 
 
（参考） 

千葉県情報公開審査会第２部会 

 

氏  名 職 業 等 備 考 

泉   登茂子 公認会計士  

大 田  洋 介 城西国際大学非常勤講師 部会長 

木 村 琢 麿 千葉大学大学院専門法務研究科教授  

鈴 木 牧 子 弁護士 部会長職務代理者 

                                （五十音順：平成２３年６月２４日現在）  

 
 


